
資 料 ５
令 和 4 年 （ 2022 年 ） 3 月 28 日 ( 月 ）

第3回川越市介護保険事業計画等審議会
第９期計画作成に向けた調査について 

 

調査名 目的 

令和元年度に実施した第 8期計画作成時実績 

令和 4 年度実施予定の各種調査について 

令和元年度調査からの変更点等 
対象者 

実施時期 

実施方法 

対象者数 

回収数 

有効回収数 

① 介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査 

日常生活圏域ごとに、地域の抱え

る課題の特定（地域診断）に資す

るため 

65 歳以上で要介護認定を

受けていない人 

令和元年 12 月 

郵送配布・郵送回収 

8,624 人 

5,375 人 

62.3％ 

・回答方法に、オンライン回答を追加。 

・調査件数は、調整中であるが、ほぼ同数を予定している。 

 ※国から示されたサンプル数は、各日常生活圏域におい

て   

４００件程度 

・「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」は、国から必須質

問項目の提示あり（Ｒ４．秋頃）。 

② 保健・福祉等実態調査 40～64 歳で要支援・要介

護認定を受けていない人 

令和元年 12 月 

郵送配布・郵送回収 

2,100 人 

752 人 

35.8％ 

③ 保健・福祉等実態調査 

（介護保険認定者） 

40 歳以上で要支援・要介

護認定を受けている人 

令和元年 12 月 

郵送配布・郵送回収 

2,100 人 

1,151 人 

54.8％ 

④ 在宅介護実態調査 「介護離職をなくしていくため

にはどのようなサービスが必要

か」といった観点を盛り込むた

め、「高齢者等の適切な在宅生活

の継続」と「家族等介護者の就労

継続」の実現に向けた介護サービ

スの在り方を検討するため 

在宅で生活をしている要

介護（要支援）認定を受け

ている者のうち、更新申

請又は区分変更申請に伴

う認定調査 

令和元年５月～１１

月 

認定調査員による聞

き取り 

1,030 人 

1,030 人 

・調査件数は、概ね 600 件程度を想定。 

※600 件は、国から示された「実施の手引き」の記載され

て 

いるサンプル数 

・国から必須質問項目の提示あり。 

⑤ 介護サービス事業所実

態調査等 

（介護人材実態調査） 

介護サービス事業所の実態を把

握し、主に介護人材の確保・定着

について検討するため 

川越市内の指定介護保険

サービス事業所（各予防

サービス・居宅介護支援

事業所・福祉用具貸与・特

定福祉用具販売を除く） 

◯介護サービス事業所実

態調査票◯新採用職員個

別調査票 

令和元年 12 月 28～

令和２年 1月末 

電子メール 

314 事業所 

160 事業所 

51.0％ 

・回答方法を、オンライン回答に変更。 

・調査件数については、調査実施時点で指定を受けている

市内事業所のため、変更あり。 

 （参考）令和４年３月１日時点 ３０２事業所 

（予防、みなし、休止事業所を除く）   

⑥ 在宅生活改善調査 「自宅などにお住まいの方で、現

在のサービス利用では生活の維

持が難しくなっている利用者」の

実態を把握し、地域に不足する介

護サービス等を検討するため 

川越市内の指定居宅介護

支援事業所（ケアマネジ

ャー） 

令和元年 12 月 28 日 

～令和２年 1月末 

電子メール 

95 事業所 

66 事業所 

69.5％ 

・回答方法を、オンライン回答に変更。 

・シンクタンクより、質問項目の提示あり。 

・調査件数については、調査実施時点で指定を受けている

市内事業所のため、変更あり。 

（参考）令和４年３月１日時点 ８５事業所 

 

※自宅等でサービス

を利用している人の

数 

3,108 人 

※生活の維持が難し

くなっている人の数  

186 人（６％） 



⑦ 居宅介護支援事業所実

態調査 

居宅介護支援事業所の実態を把

握するとともに、ケアマネジャー

の視点による川越市内の介護サ

ービスの現状を把握し、地域に不

足する介護サービス等を検討す

るため 

川越市内の指定居宅介護

支援事業所（ケアマネジ

ャー） 

令和元年 12 月 28 日 

～令和２年 1月末 

電子メール 

95 事業所 

70 事業所 

73.7％ 

・回答方法を、オンライン回答に変更。 

・調査件数については、調査実施時点で指定を受けている

市内事業所のため、変更あり。 

（参考）令和４年３月１日時点 ８５事業所 

 


